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区　分 令和元年度決算額 平成30年度決算額 伸び率

自

主

財

源

市 税 40億 2,905万円 39億 1,047万円 3.0％

諸 収 入 13億 1,705万円 12億 7,143万円 3.6％

寄 附 金 5億 879万円 3億 9,002万円 30.5％

繰 入 金 4億 4,214万円 7億 3,741万円 ▲ 40.0％

使用料および手数料 3億 5,744万円 3億 5,135万円 1.7％

分担金および負担金 1億 3,341万円 1億 8,723万円 ▲ 28.7％

繰 越 金 1億 1,396万円 1億 7,906万円 ▲ 36.4％

財 産 収 入 3,691万円 2,650万円 39.3％

計 69億 3,875万円 70億 5,347万円 ▲ 1.6％

依

存

財

源

地 方 交 付 税 34億 4,994万円 33億 2,969万円 3.6％

国 庫 支 出 金 27億 4,814万円 21億 5,443万円 27.6％

市 債 13億 4,050万円 10億 8,770万円 23.2％

県 支 出 金 11億 6,400万円 11億 7,907万円 ▲ 1.3％

譲与税・交付金 10億 6,161万円 10億 3,267万円 2.8％

計 97億 6,419万円 87億 8,356万円 11.2％

合　　計　 167億 294万円 158億 3,703万円 5.5％

令和元年度決算の概要令和元年度決算の概要
　令和元年度は、中学校への部活動指導員の配置、前年度に策定した「境港市健康づくり推進計画」に基づく産

後うつ検査を取り入れた健康診査や成人歯科検診の実施など、市民生活に根ざした新たな事業にも積極的に取り

組みました。

　このような事業に加えて、境港市民交流センター（仮称）の建設開始に伴い、当初予算の規模が過去最大となっ

た中、経費の削減や事業の合理化、ふるさと納税を財源として積み増した基金の有効活用などの規律ある財政運

営に徹した結果、財政調整基金や減債基金を取り崩さない決算とすることができ、「自立・持続可能な財政基盤の

確立」への取り組みの成果が表れたものとなっています。

　一般会計は、歳入から歳出を差し引いた額が3億 2,658万円の黒字で、そこから翌年度に繰り越すべき財源

1億 5,091万円を除いた実質的な黒字額が1億 7,567万円となりました。

一般会計歳入の状況一般会計歳入の状況

　歳入総額は167億 294万円

で、前年度より 8億 6,591 万

円（5.5%) の増となりました。

　そのうち自主財源は、市税や

ふるさと納税等の寄付金が増え

たものの、基金（貯金）の繰入

金や負担金（保育料等）の減な

どにより、前年度比1億 1,472

万円（1.6%）の減となりました。

　また依存財源は、境港市民交

流センター（仮称）の建設開

始に伴う国庫支出金や市債借入

の増、地方交付税の増などによ

り、前年度比 9億 8,063 万円

（11.2%) の増となりました。

歳　

入

一般会計歳入一般会計歳入
167億167億 294万円294万円

自主財源自主財源
41.5％41.5％

依存財源依存財源
58.5％58.5％

市　税
40億 2,905万円 (24.1%)
市民税、固定資産税、たばこ税など

諸収入
13億 1,705万円 (7.9%)
貸付金の元利収入など

繰入金
4億 4,214万円 (2.7%)
基金（貯金）を取り崩したお金

寄附金
5億 879万円 (3.0%)
ふるさと納税、一般寄附など

使用料および手数料
3億 5,744万円 (2.1%)
市営住宅などの公共施設の使用料や、

ごみ処理の手数料など

そのほか
1億 5,087万円 (0.9%)
繰越金、財産収入など

地方交付税
34億 4,994万円 (20.7%)
国税の一部が、市の財政状況など

に応じて交付されるお金

国庫支出金
27億 4,814万円 (16.4%)
市が行う事業に対する

国からの負担金や補助金

県支出金
11億 6,400万円 (7.0%)
市が行う事業に対する

県からの負担金や補助金

市　債
13億 4,050万円 (8.0%)
投資事業などを行うために

借り入れたお金（借金）

譲与税・交付金
10億 6,161万円 (6.4%)
地方消費税から配分されるお金など

分担金および負担金
1億 3,341万円 (0.8%)
保育料など

※臨時財政対策債とは…

地方交付税の交付原資の不足に伴い、地方交付税の代わりとして自治体が借りることの

できる市債。市債の元利償還金の全額が後年度の地方交付税に算入されます。

会計名 歳入決算額 歳出決算額

国民健康保険費 36億 394万円 35億 8,117万円

駐 車 場 費 3,995万円 1億 2,482万円

下 水 道 事 業 費 26億 1,575万円 26億 1,138万円

高齢者住宅整備

資金貸付事業費
130万円 29万円

介 護 保 険 費 38億 1,283 万円 37億 7,524万円

土地区画整理費 1億 1,136万円 3億 2,782万円

市 場 事 業 費 7,334万円 7,087万円

後期高齢者医療費 4億 1,160万円 4億 1,114万円

特別会計歳入歳出の状況特別会計歳入歳出の状況

一般会計歳出の状況一般会計歳出の状況

　歳出総額は 163 億 7,636 万

円で、前年度より 6億 5,329 万

円（4.2%) の増となりました。

　主な特徴として、境港市民交流

センター（仮称）の建設工事開始

等により教育費が 9億 9,647 万

円（62.0%）の増になったほか、

プレミアム付商品券の販売実施等

により商工費が 1億 3,541 万円

（10.8%）の増となりました。

　一方で、水木しげるロードリ

ニューアル工事の大半が完了した

ことなどにより土木費が3億2,3

78 万円（19.4%）の減となって

います。

区　分 令和元年度決算額 平成30年度決算額 伸び率

民 生 費 55億 6,976万円 54億 9,448万円 1.4％

教 育 費 26億 452万円 16億 805万円 62.0％

総 務 費 21億 8,839万円 22億 57万円 ▲0.6％

商 工 費 13億 8,510万円 12億 4,969万円 10.8％

公 債 費 13億 5,579万円 14億 3,774万円 ▲ 5.7％

土 木 費 13億 4,790万円 16億 7,168万円 ▲ 19.4％

衛 生 費 10億 4,529万円 10億 6,807万円 ▲ 2.1％

消 防 費 4億 9,553万円 4億 9,297万円 0.5％

農 林 水 産 業 費 1億 9,962万円 3億 879万円 ▲ 35.4％

議 会 費 1億 7,060万円 1億 7,725万円 ▲ 3.8％

労 働 費 1,386万円 1,378万円 0.6％

合　　計 163億 7,636万円 157億 2,307万円 4.2％

民生費
55億 6,976万円 (34.0%)
障がい者、高齢者、子育てなど

福祉に関する経費

一般会計歳出一般会計歳出
163億 7,636万円163億 7,636万円 教育費

26億 452万円 (15.9%)
小中学校、幼稚園、市民交流センター

（仮称）、図書館、公民館、体育施設

などに関する経費

総務費
21億 8,839万円 (13.4%)
課税徴収、市民窓口などに関する経費

土木費
13億 4,790万円 (8.2%)
道路、公園の整備や維持管理、市営

住宅の管理などに関する経費

商工費
13億 8,510万円 (8.5%)
各種資金融資、観光振興などに関する経費

公債費
13億 5,579万円 (8.3%)
市が借り入れた市債（借金）

などの返済に関する経費

衛生費
10億4,529万円 (6.4%)
健康診断、ごみ処理などに

関する経費

消防費
4億9,553万円(3.0%)
消防に関する経費

農林水産業費
1億9,962万円 (1.2%)
農業、林業、水産業の振

興などに関する経費

議会費
1億 7,060万円 (1.0%)
議会の運営に関する経費

労働費
1,386万円 (0.1%)
雇用対策などに関する経費歳　

出

市債残高・基金現在高の推移市債残高・基金現在高の推移
※普通会計

※普通会計とは、会計の組み方が自治体ごとに

異なるため、統計的に財政比較が可能な仮の会

計として用いられるものです。
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